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１　はじめに

南半球に位置する豪州およびニュージー
ランド（NZ）は、日本とは気候が反対と
なる利点を生かし、日本の野菜生産の端境
期を中心に、かぼちゃやたまねぎ、メロン
などさまざまな野菜の主要な輸入先となっ
ている（表１）。一方、両国の園芸作物の

生産は、農業分野の労働者数が比較的少な
いことなどを背景に、従来から収穫時など
の作業は外国人労働者と季節労働者に大き
く依存している。このような中、新型コロ
ナウイルス感染症（COVID-19）の流行に
よる外国人に対する国境閉鎖などから労働
力不足に陥り、両国ではその解消に向けた
対応を迫られた。

豪州およびニュージーランドの労働力不足への対応
～コロナ禍における園芸部門での対策を中心に～

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行は、世界の各国・地域に対してあら
ゆる分野でさまざまな課題を突き付けた。豪州とニュージーランド（NZ）では、かねて
から野菜を含む園芸作物の生産における労働力不足が課題となっていたが、COVID-19
の世界的な大流行を契機に対応の具体的進展が見られた。豪州では、従来の対応である
外国人労働者の確保を主体としたのに対し、NZでは自国民の労働者の増加を目指すなど、
各国の事情・実態に合わせ、業界団体なども巻き込みつつ、短期的および長期的な観点
から本課題に係る取り組みが進められた。
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海外情報

表１　日本の主な豪州産およびNZ産野菜の輸入量（2022年）
品目 生鮮トマト 生鮮たまねぎ 生鮮にんじん 生鮮アスパラガス

輸入先国 輸入量（トン）シェア（％） 輸入先国 輸入量（トン）シェア（％） 輸入先国 輸入量（トン）シェア（％） 輸入先国 輸入量（トン）シェア（％）
1 位 韓国 4,393 70.2 中国 253,018 90.2 中国 67,424 96.7 メキシコ 6,355 90.1
2 位 カナダ 701 11.2 ＮＺ 15,516 5.5 台湾 1,000 1.4 豪州 369 5.2
3 位 メキシコ 646 10.3 アメリカ 4,158 1.5 豪州 995 1.4 ペルー 228 3.2
4 位 ＮＺ 310 5.0 豪州 3,239 1.2 ベトナム 182 0.3 フランス 35 0.5
5 位 アメリカ 181 2.9 オランダ 2,382 0.8 ＮＺ 73 0.1 韓国 18 0.3
― その他 23 0.4 その他 2,164 0.8 その他 54 0.1 その他 50 0.7

全輸入量 合計 6,255 ― 合計 280,478 ― 合計 69,729 ― 合計 7,055 ―

資料：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）
注　：四捨五入の関係から、合計と内訳の計は必ずしも一致しない。

品目 生鮮ジャンボピーマン 生鮮かぼちゃ 生鮮メロン 生鮮すいか
輸入先国 輸入量（トン）シェア（％） 輸入先国 輸入量（トン）シェア（％） 輸入先国 輸入量（トン）シェア（％） 輸入先国 輸入量（トン）シェア（％）

1 位 韓国 26,613 92.5 ＮＺ 45,685 54.5 豪州 3,773 32.6 メキシコ 312 46.1
2 位 ＮＺ 1,610 5.6 メキシコ 37,905 45.2 ホンジュラス 2,511 21.7 アメリカ 219 32.3
3 位 オランダ 326 1.1 韓国 264 0.3 メキシコ 2,111 18.2 豪州 104 15.4
4 位 カナダ 214 0.7 豪州 9 0.0 アメリカ 1,964 17.0 韓国 42 6.2
5 位 ― ― ― アメリカ 5 0.0 コスタリカ 600 5.2 ― ― ―
― その他 0 0 その他 0 0.0 その他 616 5.3 その他 0 0.0

全輸入量 合計 28,763 ― 合計 83,868 ― 合計 11,574 ー 合計 677 ―
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本稿では、両国の園芸作物の生産におけ
る労働力不足の解消に向けた政府の動き
や、業界団体の取り組みなどについて報告
する。
なお、本稿中特に断りのない限り、豪州
の年度は７月～翌６月、NZの年度は６月
～翌５月であり、為替レートは１豪ドル＝
97.19円、１NZドル＝ 89.21円（注１）を使
用した。

注１：�三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社
「月末・月中平均の為替相場」の2023年10月末
ＴＴＳ相場。

２　豪州およびNZの園芸部門を取り巻く
状況

（１）豪州
ア　園芸部門の概要
豪州の主な園芸作物は、野菜のほか、果

物、ナッツ類、芝（草）、苗木であり、そ
の多くは伝統的に小規模な家族経営の農家
で栽培されているが、近年は中・大規模農
家も増加している。主要生産地域は、大都
市近郊、沿岸部、内陸部の主要河川を利用
したかんがい設備を有する地域など、水資
源を確保できる地域となっている（図１）。
豪州農業資源経済科学局（ABARES）
の報告では、2022／ 23年度の果物・ナッ
ツ類生産額は63億120万豪ドル（約
6124億円）であり、野菜生産額は57億
9900万豪ドル（約5636億円）となって
いる（図２）。これら園芸部門は農業総産
出額の13％に相当し、全体で第３位とな
る。一方、同年度の輸出額は、それぞれ
26億2562万 豪 ド ル（ 約2552億 円 ）、
３億9025万豪ドル（約379億円）と、農
畜産物の総輸出額の４％弱となっている。

図１　豪州の主な園芸作物生産地域（赤い囲い）
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資料：ABARES「Insights. 2023」の情報を基に機構作成
注　：赤い丸印（キャンベラ）は首都。黒い丸印は各州（準州）の州都（準州都）。
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イ　園芸部門に従事する労働者
豪州の園芸作物の生産では、特に収穫時
期の作業は、外国人労働者と国内の季節労
働者に大きく依存している。
外国人労働者は、同国政府が制定した季節

労 働 者 プ ロ グ ラ ム（SWP：Seasonal�
Worker�Programme）および太平洋労働�
スキーム（PLS：Pacific�Labour�Scheme）（注２）

による太平洋島しょ国９カ国および東ティ

モールからの労働者か、ワーキング・ホリ
デー・メーカー（WHM：Working�Holiday�
Maker）プログラムにより、豪州で休暇を過
ごしながら働くことが認められたワーキン
グ・ホリデー労働者である（表２、写真１）。

注２：�SWPとPLSを合わせて、太平洋豪州労働力移動
計 画（Pacific�Australia� Labour�Mobility、
PALM）と呼ばれる。

図２　農業総産出額（22/23年度概算）（豪州）

資料：ABARES「Agricultural commodities:September quarter2023」
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表２　外国人労働者の労働制度の概要（豪州）
ＳＷＰ ＰＬＳ ＷＨＭ

担当部局 雇用労働関係省 外務貿易省 内務省
雇用期間 最大 9 カ月 最大 3 年 通常 6 カ月

雇用産業 農業、宿泊業
（特定の地域のみ）

すべてのセクター
（農村部など）

すべてのセクター
（労働を認められた業種）

雇用地域
農業：全土、宿泊業：WA 州、
NT、QLD 州北部、カンガルー
島

農村部など 制限なし

技能レベル 未熟練または低技能レベル 低または中技能レベル 制限なし
試験 必要 必要 不要

就労年齢 21 歳以上 21-45 歳 18-30 歳（ 場 合 に よ っ て は
18-35 歳）

参加国
太平洋島しょ国９カ国（フィジー、キリバス、ナウル、パプア
ニューギニア、サモア、ソロモン諸島、トンガ、ツバル、バヌ
アツ）および東ティモール

日本、米国、中国、ＥＵ諸国
など 40 カ国以上

その他条件など 滞在期間は雇用主が同一でな
ければならない。

滞在期間は雇用主が同一でな
ければならない。ODA の一環
として実施され、参加国への
技術移転を目的としているた
め、滞在許可が終了した後、
12 カ月間派遣元の国に滞在し
なければならない。

6 カ月に一度雇用主を変更しな
ければならない。承認された
業種で必要な日数の特定業務
に従事する必要がある。

資料：雇用労働関係省、外務貿易省、内務省の情報を基に機構作成
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ABARESが2022年に行った園芸部門
の農家9763戸を対象とした2021 ／ 22
年度の労働力に関する実態調査によれば、
大規模農場（労働使用量の上位１位（上位
25％）にある農場）が総労働者使用数の
64.4％、外国人労働者使用数の86.3％を

占めるとされている（表３）。
また、COVID-19流行前である19年７
月～ 20年３月においては、園芸部門の全
労働力のおよそ３割は外国人労働者
（WHM、SWPおよびPLS）に依存してい
た（図３）。

写真１　レタス（左）といちご（右）の外国人労働者による収穫風景（豪州、VIC州）写真１　レタス（左）とイチゴ（右）の収穫風景（豪州、ＶＩＣ州）

表３　豪州における園芸作物の農場規模別の労働力実態調査の結果（2021／22 年度）

指標 単位 農場規模（注１）
全農場（注２）

下位１位 下位２位 上位２位 上位１位
農場数 戸 2,824 2,544 2,348 2,047 9,763
総労働者使用数 人 6,800 12,900 21,900 75,200 116,800

（占有率） ％ 5.8 11.0 18.8 64.4 -
外国人労働者使用数 人 200 700 2,600 21,500 24,900

（占有率） ％ 0.8 2.8 10.4 86.3 -
農場当たりの平均労働者使用数 人 2 5 9 37 12
外国人労働者の平均使用人数 人 0 0 1 11 3
農場当たりの人件費 ( 総事業支出に対す
る割合 ) ％ 23 35 43 46 35

採用の難しさを感じている農場の割合 ％ 33 52 68 82 57
労働需要を減らすために機械化を進めて
いる農場の割合 ％ 43 36 37 44 40

前年に比べて長時間労働となっている労
働者の割合 ％ 23 23 30 39 35

2022 〜 23 年により多くの労働者を使
用することを期待している農場の割合 ％ 16 22 24 29 22

2022 〜 23 年により少ない労働者を使
用することを期待している農場の割合 ％ 8 10 12 9 10
資料：ABARES「Labour use in Australian agriculture: Analysis of survey results, 2021–22」を基に機構作成
注１：農場規模は総労働者使用数（月間平均労働者数）で測定し、上位１位から下位１位まで 25％ずつ４分割して示している。
注２：全農場のデータは、農場規模別の合計値・平均値と必ずしも一致しない。
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ウ 　COVID-19流行による労働者数への影響
豪州では、2020年１月にCOVID-19が
初めて確認されて以降、感染が拡大し、同
年３月20日にすべての非居住者に対して
国境が閉鎖された。その後、22年２月21
日にワクチン接種証明書の提出など一定の
条件を満たすことにより豪州への入国が認
められるまで、約２年を要した。
上述のABARESの調査結果によれば、
１カ月当たりの平均総労働者数は、
COVID-19流行前（19年７月～ 20年３
月）の14万8594人から、COVID-19流
行後（20年７月～ 21年３月）には13万
6694人と、１万1900人（８％）減少した。
このうち、最も減少幅の大きかったのは
WHMであり、COVID-19流行前の３万
9022人からCOVID-19流行後には２万
8684人と、１万338人（26％）減少し
た（図３）。

国境閉鎖期間中の推移を見ると、WHM
の減少は豪州政府による国境閉鎖が解除さ
れた22年２月まで継続していた（図４）。
一方、SWPおよびPLSについては、一時
的に減少する時期もあったものの、国境が
閉鎖されていた期間中も堅調に増加してい
た。これは、園芸部門を含む農業分野と食
肉加工分野での労働需要に応えるため、豪
州政府が20年９月から太平洋諸国（太平
洋島しょ国９カ国および東ティモール）か
らの再入国を許可するとともに、３（１）
ウに後述するような、制度改善が図られた
ことなどが影響したと考えられる。

図３　園芸部門における労働力の構成（豪州）

資料：ABARES「Insights. 2022」などの情報を基に機構作成
注　：グラフ内の数値は全体に占める各数値の割合。
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（２）NZ
ア　園芸部門の概要
NZの園芸作物は輸出主導型であり、主
力はキウイ、リンゴ、アボカドなどの果物
である。野菜では、たまねぎ、ばれいしょ、
かぼちゃが主要作物となっている。北島は
粘土質な土壌が多く、たまねぎ、ばれいしょ
などの野菜のほか、キウイ、リンゴ、アボ
カドなどさまざまな果樹も栽培されてい
る。南島は砂質の土壌が多いため、農用地
などの利用にはかんがい施設が必要となっ
ている（図５）。
NZ第一次産業省（MPI）の報告では、
2022/23年度の園芸品目の輸出額は69億
2000万NZドル（約6173億円）である。
そのうちキウイが24億2000万NZドル（約
2159億円）と全体の35.0％を占めており、
生鮮および加工野菜は７億1000万NZドル
（約633億円）と同10.3％を占めている（図
６）。

イ　園芸部門に従事する労働者
NZの園芸部門は、豪州と同様に、特に
収穫時期の作業について、外国人労働者と
国内の季節労働者に大きく依存している。
外国人労働者は、認定季節雇用者（RSE：

Recognised�Seasonal�Employer）制度
により雇用された、太平洋島しょ国９カ国
およびアジア諸国などからの労働者か、
ワーキング・ホリデー・スキーム（WHS：
Working�Holiday�Scheme）により、
NZで休暇を過ごしながら働くことが認め
られたワーキング・ホリデー労働者が中心
となっている（表４）。その他にも、すで
に留学生ビザなどでNZに滞在しており、
園芸部門で季節的な仕事をしたい場合に認
め ら れ る 補 足 季 節 雇 用（SSE：
Supplementary�Seasonal�Employment）�
の就労ビザなどにより就労する者もいる。

図４　国境閉鎖期間前後での外国人労働者の推移（豪州）

資料： ABARES「Labour use in Australian agriculture: Analysis of survey results, 2021–22」から引用
https://www.agriculture.gov.au/abares/research-topics/labour#horticulture-farm-labour-use
注　： すべてのWHMが雇用されているわけではなく、また、園芸部門で働いているわけではない。ABARESは、

COVID-19以前は、WHMの約25〜30％が園芸部門で雇用されていたと推定している。また、PALM（SMP
およびPLS）労働者の約75％は、通常、園芸農場で雇用されている。
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図５　NZにおける園芸作物の主な生産地域（NZ）

資料：Fresh-Factsの資料を基に機構作成
注　：作付面積の多い順に上位３品目を記載。
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図６　園芸品目輸出額の推移と見通し（NZ）

資料：MPI「Situation and Outlook for Primary Industries」
注　：23/24、24/25年度は予想値。
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2021年のMPIの報告によると、19年の
園芸部門の労働力のうち、国内労働者は全
労働者の約62％を占めている。同様に
RSEは約21％、WHSは約11％であり、

その他のビザ所持者（SSEなど）の約６％
を合わせると、労働力の約38％は外国人
労働者に依存していることになる（図７）。

資料： MPI「Understanding the composition of primary sector workforces over a year 」の情報を基に機構作成
注　：グラフ内の数値は各年月の全体に占める各数値の割合。
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図７　園芸部門における労働力の構成（NZ）

表４　外国人労働者の労働制度の概要（NZ）
RSE WHS

担当部局 NZ 移民局（INZ）

雇用期間 最大 7 カ月（ツバル、キリバスの場合、最大
９カ月） 最大１年（国により異なる）

雇用産業 園芸 すべてのセクター（労働を認められた業種）
雇用地域 制限なし 制限なし

技能レベル 制限なし（作物の植え付け、維持、収穫、梱
包作業のみ） 制限なし

試験 不要 不要
就労年齢 18 歳以上 18-30 歳（国により異なる）

参加国

太平洋島しょ国 9 カ国（フィジー、キリバス、
ナウル、パプアニューギニア、サモア、ソロ
モン諸島、トンガ、ツバル、バヌアツ）、アジ
ア諸国など（インド、インドネシア、マレー
シア、フィリピン、台湾、タイ）

日本、米国、中国、ＥＵ諸国など 40 カ国以上

その他条件など

ＮＺに居住する労働者を確保できない場合に
のみ利用可能。太平洋島しょ国９カ国以外か
ら雇用する場合には別途説明が必要。年間の
受入上限数の設定あり（2022/23 年度は１万
9000 人）。

国によっては年間の上限が設定されている。

資料：INZ の情報を基に機構作成
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ウ 　COVID-19流行による労働者数への影響
NZでは、2020年２月28日にCOVID-
19が初めて確認された際に、すべての渡
航者（NZ人および居住ビザ保持者を除く）
に対して国境を閉鎖し、ロックダウン措置
を行った。その後、22年２月から５月に
かけて、国境規制などを徐々に緩和し、同
年10月にすべてのビザ保有者に入国が認
められるまで、約２年８カ月を要した。
NZ移民局（INZ）によれば、ＲＳＥ制

度により入国した外国人労働者数は、
COVID-19流行前（18／ 19年度）の１万
2581人から、COVID-19流行後（20 ／
21年度）の2018人と、１万563人（84％）
減少している（図８）。国別に見ると、
20／ 21年度の太平洋島しょ国からの受
け入れは2012人と前年度の５分の１程度
である一方、アジア諸国などからの受け入
れは台湾の６人のみであり、ほとんど受け
入れがされていなかった（表５）。

図８　RSE制度の受入上限人数と実際の労働者数の推移（NZ）

資料：INZなどの情報を基に機構作成
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表５　過去５年間の国別 RSE 労働者の推移（NZ）
2017/18 年度 18/19 年度 19/20 年度 20/21 年度 21/22 年度

フィジー 359 444 487 70 1
キリバツ 231 263 289 0 0
ナウル 14 19 5 0 0

パプアニューギニア 124 172 134 0 0
サモア 1,878 2,315 2,409 775 3,334

ソロモン諸島 643 696 756 0 148
トンガ 1,899 2,037 1,807 0 957
ツバル 80 92 115 1 0

バヌアツ 4,445 5,130 4,237 1,166 4,983
太平洋島しょ国　計 9,673 11,168 10,239 2,012 9,423

インド 35 35 35 0 0
インドネシア 325 326 263 0 0
マレーシア 329 335 120 0 0
フィリピン 67 66 67 0 0

台湾 20 23 10 6 0
タイ 629 628 418 0 0

アジア諸国など　計 1,405 1,413 913 6 0
全体合計 11,078 12,581 11,152 2,018 9,423

資料：INZ のデータを基に機構作成
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３　政府による労働力不足の解消に向けた
具体的な取り組み

豪州およびNZでは、COVID-19流行の
混乱の中、短期的な労働力を確保するため
にさまざまな措置が講じられた。豪州では、
慢性的な労働者不足の状況を打開するため、
自国産業の成長を視野に入れた長期的な観
点からの制度改善なども図られた。このよ
うな労働力不足は園芸部門に限らず、あら
ゆる産業で生じていたことから、両国政府
の対応も園芸部門のみを直接のターゲット
としたものは限られていた。本項では、こ
のような状況を前提としつつ、両国の政府
による具体的な措置について紹介する。

（１）豪州
ア 　COVID-19パンデミックイベントビザ
（408ビザ）
2020年３月20日から国境が閉鎖され、

国際便の運航が停止したことなどを踏ま
え、豪州政府は同年４月、自国への帰国が
困難となった外国人労働者に対する救済措
置として、緊急的にCOVID-19パンデミッ
クイベントビザ（408ビザ：Temporary�
Activity�VISA）の運用を開始した。対象
は豪州政府によって重要産業と位置付けら
れた農業、医療、高齢者介護、食品加工業
などへの就労者または就労予定者であり、
最長12カ月間（それ以外のセクターにつ
いては最大３カ月間）、豪州での滞在を延
長することができた。20年５月から21年
12月までの間に、7225人の外国人労働
者が408ビザに移行し、その大半がSWP
労働者であったとされている。COVID-19
流行前とCOVID-19流行後のSWP、PLS
および408ビザの各労働者数の推移を見
ると、408ビザがCOVID-19流行中に大
きな役割を果たしていたことがうかがえる
（図９）。

図９　408ビザ取得者を含む太平洋諸国労働者数の推移（豪州）

資料：豪州内務省の情報を基に機構作成
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資料：豪州内務省の情報を基に機構作成。
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イ　農業ビザ（AAV）
2021年８月23日に発表された農業ビ
ザ（AAV：Australian� Agriculture�
VISA）は、園芸、食肉加工、酪農、羊毛、
穀物、漁業（養殖を含む）、林業といった
第一次産業を対象としたものである。農業
分野の労働者を確実に確保することを目的
として、外務貿易省が検討を進めていた。
SWPやPLSといった既存制度は、豪州の
農業部門にとって優先的な労働力の供給源
であり続けるものの、AAVは国内季節労
働者を含む既存の制度で埋められない労働
力の不足に対応するものとして、供給国と
の交渉による二国間協定に基づいて実施さ
れることになっていた。最初の適用国はベ
トナムで、22年３月28日に覚書が締結さ
れ、他の国との協定締結も目指しつつ、追っ
て、現在の就労ビザの条件を改善し、永住
ビザ取得への道を開くことも検討されてい
た。しかし、22年５月の国政選挙により
新政権が発足した後は、AAVを単独のビザ
として追求する計画は棚上げされている。

ウ　PALMの改善
豪州と太平洋諸国間の労働移動制度の管
理と実行の効率化を図り、労働者の労働条
件を改善し、より多くの外国人労働者を確
保するため、既存のスキームであるSWP
とPLSを改善しつつ、正式に太平洋豪州
労働力移動計画（PALM）として一つに統
合することが検討された。2022年６月か
ら外務貿易省と雇用労働関係省と共同で協
議を開始し、４回のPALM制度委員会にお
いて、産業界、雇用者、労働者、州・準州・
地方政府、太平洋諸国政府なども含めた多
数のステークホルダーの参加を得て、各関
係者の利益を最大化するため、①家族同伴
の許可②上述イのAAVのPALMへの移行
③雇用主の旅費の負担軽減―などの主要改
革点について議論された。この結果、
SWPとPLSは、23年７月にPALMに正式
に統合された（表６）。

表６　PALM の概要（豪州）
ＰＡＬＭ

担当部局 雇用労働関係省および外務貿易省（国内実施は雇用労働関係省に移管予定）
雇用期間 短期：最大９カ月（マルチビザ）、長期：最大４年
雇用産業 すべてのセクター
雇用地域 制限なし（適格な郵便番号を有する地域）
技能レベル 未熟練、低技能および中技能レベル
就労年齢 21 歳以上

参加国 太平洋島しょ国９カ国（フィジー、キリバス、ナウル、パプアニューギニア、サモア、
ソロモン諸島、トンガ、ツバル、バヌアツ）および東ティモール

豪州政府の取り
組 み（23/24 年
度予算）

・ ４年間で 1,000 人以上の PALM スキーム労働者が正式な資格を取得できるよう支援す
る。

・ 家族同伴の試験的実施に参加する最初の 200 家族が豪州滞在中に必要な医療を受けら
れるようサポートする。

・ 豪州国内にカントリーリエゾンオフィサー（CLO、PALM 参加各国の代表窓口）を設
置し、労働者が母国語で支援を受けられるようにする（豪州政府が参加国に必要な資
金を提供）。

その他
・ 労働者は豪州の労働者と同じ職場の権利と保護を受ける。
・ 雇用主に対し、福祉支援、宿泊施設の基準、十分な労働時間の提供などの追加要件が

課せられる。
資料：豪州政府の情報を基に機構作成
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エ　AgMoveの改善
豪州政府は、国内の労働力供給を促進す
るための取り組みも行った。具体的には、
地方部において、豪州人および一時的なビ
ザ保有者が短期間の収穫作業を行うために
生活拠点を移転する必要がある場合に、豪

州政府が移転費用の支払いを支援するもの
（AgMove）であり、2020年11月から導
入された（表７）。その後、2021年５月に、
最低労働時間を６週間から２週間に短縮し
たこともあり、22年２月までに約7000
件の雇用契約が交わされたとされている。

（２）NZ
ア 　ブリッジング・ビザおよび就労ビザの

自動延長
NZ政府は2021年10月、COVID-19流
行による飛行機のキャンセルなどの問題で
帰国できないRSE労働者の滞在期間を延長
する新しい「ブリッジング・ビザ」を発表
した。このビザを取得した人は、NZに滞
在しながら引き続き仕事をすることができ
たため、RSE労働者の経済状況だけでなく、

NZにおける夏季の労働力不足の問題解消
にも寄与したとされている（写真２）。
また、NZ政府は、労働力の確保を目的
として、21年６月から12月の間および同
年12月から22年６月の間に失効する
WHSおよびSSEの就労ビザについて、そ
れぞれ自動的に延長すると発表した。これ
により、前者で約１万人、後者で8500人
以上が恩恵を受けたとされている。

表７　AgMove の概要（豪州）
AgMove

支援内容
（2021年
５月から）

豪州人

＜最大 6,000 豪ドル（約 58 万円）＞
・ 少なくとも２週間で 40 時間の作業を完了すると最大 2,000 豪ドル（約

19 万円）。
・ 少なくとも 4 週間で 120 時間の作業を完了すると、さらに最大 4,000 豪

ドル（約 39 万円）。

ＷＨＭや一部の留学
生など一時的なビザ
保有者

＜最大 2,000 豪ドル（約 19 万円）＞
・ 少なくとも２週間で 40 時間の作業を完了すると最大 650 豪ドル（約６万

円）。
・ 少なくとも４週間で 120 時間の作業を完了すると、さらに最大 1,350 豪

ドル（約 13 万円）。
資料：豪州政府の情報を基に機構作成

写真２　外国人労働者による収穫作業（NZ）
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イ 　「Opportunity Grows Here」キャン
ペーン
NZ政府は、COVID-19流行だけでなく、
長期的な成長も視野に入れ、園芸部門で働
くNZ人を増やすために、さまざまな政策
やキャンペーンを実施した。その一つが、
MPIが2020年に開始した「Opportunity�
Grows�Here」キャンペーンである。�こ
のキャンペーンの目的は、国内の第一次産
業（畜産、漁業、園芸など）のさまざまな
職種に、より多くの自国民労働者を呼び込
むことである。４年以内に１万人の自国民
を第一次産業に従事させることを目標とし
ている。
同キャンペーンは、園芸業界団体をはじ

めとする第一次産業の業界団体や訓練施設
の支援を受け、この分野でどのようなキャ
リア、仕事、訓練の機会があるのかについ
ての情報を提供している。また、季節労働
だけでなく長期労働まで多様な職種があ
り、都心に近い場所でも働くことができる
ことなど、同分野の魅力をアピールしてい
る。主に専用ウェブサイト、SNSやプレ
スリリースといった形で情報発信が行われ
ており、研修に関する情報も併せて提供さ
れている（図10）。同キャンペーンにより、
これまで収穫作業の主要な労働供給源では
なかった主婦や学生への働きかけが行われ
ている。

４　業界団体などによる労働力不足の解消
に向けた具体的な取り組み

業界団体などによる取り組みの多くは必
ずしもCOVID-19流行を受けて始まった
わけではなかった。しかし、COVID-19流
行による移動制限と、それによる労働力不
足のさらなる悪化は、業界団体などの深い

関与を促した。特に、豪州の業界団体から
は、政府への政策提言が多く行われており、
その一部は上述３（１）ウのPALMの改善
という形で政策に反映されている。本項で
は、これら政策提言については割愛するが、
両国の業界団体によるその他の具体的な事
例について紹介する。

図10　Opportunity Grows Hereのトップページ（NZ）

出典：MPIウェブサイト（https://www.opportunitygrowshere.nz）
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（１）Fair Farms認証（豪州）
豪州では2019年、園芸部門のためのコ
ンプライアンストレーニングと認定プログ
ラムを提供する非営利組織のFair� Farms
が設立された。COVID-19流行前後にタイ
ムリーにスタートしたことで、外国人労働
者が公正に扱われ、搾取されないことを目
指す業界主導の取り組みがクローズアップ

された。同認証は、生産者・雇用者側の利
害関係者の第三者監査、研修、農場の認証
などを通じてこれを実現しようとするもの
であり、認証農場からの調達を奨励してい
る（写真３）。この取り組みは、全豪農業
者連盟（NFF）やコールズ、ウールワース、
アルディなどの大手小売業者からも支持さ
れている。

（２ ）Horticulture New Zealand（HortNZ）
の取り組み（NZ）
HortNZは、NZの商業的な園芸部門の
生産者を代表する最大の業界団体である。
同団体は、COVID-19流行による急な入国
制限を考慮し、雇用主が国内で季節労働者
を確保できるようにするため、2021年９
月に「PickNZ�ジョブボード」を公開し
た。同サイトは、園芸部門の季節労働者に

関する求人情報と利用できる各種制度の詳
細を掲載した総合プラットフォームで、
RSE労働者だけでなく、NZ市民や居住者
（NZでの就労が認められている一時的なビ
ザ保持者を含む）を対象とした短期就労へ
のリンクも含まれている。同サイトの開設
以来、高度な技術を要する職種から収穫作
業まで、３万3000以上の求人情報が掲載
されている（図11）。

写真３　野菜農園で掲示されていたFair Farmsの認証（豪州）

図11　PickNZ ジョブボードのトップページ（NZ）

出典：HortNZウェブサイト（https://www.picknz.co.nz）



野菜情報 2023.1274

2022年11月から12月にかけ、豪州ではVIC州の州都メルボルンおよびその周辺を、
NZでは北島のウェリントンおよび南島のオークランド周辺の野菜生産農場や関連企業
などを訪問し、労働力不足に対応するための省力化技術の導入状況などを取材した。

（１）豪州
豪州では、特に小規模農家にとって、新技術の導入が労働力不足や生産コスト上昇へ

の対応策となり得ると考えられている。同国アデレード大学が2019年１月に報告した
調査では「自動化は園芸部門の国際競争力を向上させ、新技術を管理する高技能職を創
出する可能性がある」と指摘している。

COVID-19流行前の19年に設立されたLYRO Robotics社は、メルボルンとQLD州
の州都ブリスベンに拠点（製造工場）を構え、作物の識別、選果、梱包、さらに異なる
基準（形状、サイズ、色、長さなど）に合わせて、全自動で箱詰めができるロボットシ
ステムを開発した（コラム－写真１）。この技術は、葉物野菜への適応はまだできない
とされているものの、ズッキーニ、マンゴー、アボカド、かんしょなどの農作物で利用
可能とされており、トウガラシやすいかといった他の生鮮農作物でも調整により利用可
能とされている。

同社によると、COVID-19流行を受けて生産農家の新技術への関心は高まっており、
現在、同ロボットシステムは実用化に向けた現場試験の段階ではあるものの、実用化さ
れれば作業員１人当たりの梱包コストが１シーズン当たり70％削減できる点も大きな
セールスポイントになるとしている。また、小型のロボットアームは本体に納まってい
るため、小規模のハウスでも設置が容易であるとしている。

（２）NZ
NZでも、COVID-19流行を受け、特に施設園芸作物の生産における機械化に注目が

集まった。
オークランドにあるFTEK社は、施設園芸向けの機械の維持や収穫装置の設計・製造

を専門とする技術系スタートアップ企業である。12年前にピッキングリフト（コラム－

【コラム】　労働力不足に対応するための省力化技術の導入例

コラム－写真１　LYRO Robotics社が開発したロボットアーム
出典：LYRO Robotics社ウェブサイト（https://www.youtube.com/watch?v=C6Tjzkv-PyE）
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写真２）の製造を開始し、その後、豪州とNZで500台以上を販売した実績を有している。
同社によれば、COVID-19の大流行時に、収益性が高く、収穫時に多くの人手を要する
いちごなどの施設園芸作物の生産で、ピッキングリフトの需要が急増したとしている。
NZでは、同社顧客の50％が家族経営の農場であり、ピッキングリフトは0.5ヘクター
ルで２人の労働者で運営されているような零細農場であっても使用可能であるとしてい
る。

また、機械化だけではなく、生産手法でも省力化の取り組みが行われている。オーク
ランドでパプリカ、トマト、いちごなどを施設栽培しているNZグルメ社では、パプリ
カ栽培の効率化に工夫を凝らしている。同社は、パプリカの植え付け時に茎を切り、V
字型に成長するように仕向けることにより、果実（パプリカ）が常に株の外側（通路側）
に向かって実るようにし、作業者が収穫しやすくすることで省力化を図っている（コラ
ム－写真３）。

 　

コラム－写真２　FTEK社のピッキングリフト（NZ、オークランド）
（左：収穫作業の様子。リフトは前後上下に移動可能。 　

右：収穫物はリフトから搬送コンベヤーに搬入可能。）。

コラム－写真３　V字型の栽培方法（NZグルメ社の施設内、オークランド）
（左：V字型に成長したパプリカの茎。　　　　　　 　

右：通路側にパプリカが実っている（黄色丸部分）。）
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５　おわりに

豪州で実施されたPALMの改善につい
て現地関係者の間では、外国人労働者の労
働環境に配慮し、雇用者に対して、福祉支
援、宿泊施設の基準、十分な労働時間の提
供などの追加要件が課せられていることか
ら、同制度を利用できる農家が限られるの
ではないかとの指摘もある。すでに雇用者
に対して政府の厳しい要件やプログラム関
連費用（宿舎、滞在のためのケアなど）の
負担が課されているNZのRSE制度につい
ては、雇用者の負担の大きさから、特に小
規模農家では、必ずしも同制度を利用する
ことができていないとの声も聞かれるとの
ことであった。制度が改善され、労働者に
とって魅力的な制度となっても、それを利
用する雇用者が減れば、結局は労働力不足

の解消にはつながらない。このため、労働
者の権利と雇用者の負担のバランスが重要
となることに留意が必要である。
一方で、豪州でのFair� Farms認証の取

り組みにあるように、外国人労働者が公正
に扱われ、搾取されないことを目指すとの
動きは、今後、両国でより強く求められる
と考えられる。また、このような労働者の
権利の保護および尊重の流れは、豪州や
NZに限った話ではなく、世界的な潮流で
もあることから、今後、労働力を確保する
ためには、これまで以上にコストを要する
可能性があると考えられる。
少子高齢化が進み、労働力不足が進む日
本においてもこれらの動きは他人事ではな
い。今般の両国の労働力不足への対応が、
今後、実際にどのように労働者の確保につ
ながっていくかが注目される。


